
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [85.9%]
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [92,011円]
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [90.5]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [6.79人]

類似団体内順位

70/139
全国市町村平均

7.33
宮城県市町村平均

7.68

(人)

21.00

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

0.00

18.05

4.13

6.84

6.736.847.087.03

H21H20H19H18H17

6.79

6.927.127.437.54

公債費負担の状況

実質公債費比率 [11.0%]

類似団体内順位

57/139
全国市町村平均

11.2
宮城県市町村平均

13.0

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.8

1.0

11.7

12.012.213.3
11.8

H21H20H19H18H17

11.0

12.012.2
14.6

12.4

将来負担の状況

将来負担比率 [41.8%]

類似団体内順位

47/139
全国市町村平均

92.8
宮城県市町村平均

123.9

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

273.0

1.7

64.4
69.478.8

H21H20H19H18H17

41.854.168.0

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は

1月31日現在のもの

※グラフ内数値は

1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の

状況

給与水準

（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

亘理町
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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■財政力指数

・近年は連続した伸びを見せていたものの、21年度については景気低迷等の影響で税収が減少

したことにより、一転して前年度を0.1下回った。税収については、今後も伸びが見込めない状況で

あることから、集中改革プランに基づく人件費の見直し（18年度より5年間で職員14人削減）や事務

事業の見直しといった歳出削減策を進めるとともに、町税の滞納整理強化や企業誘致への取組み

など自主財源の確保に努め、財政基盤の強化を図る。

■経常収支比率

・経常収支比率については前年度対比2.1減の85.9となっており、類似団体と比較して3.0ポイント

下回っている。好転した主な要因としては、歳入において地方交付税が増加したこと及び歳出にお

いて人件費が減少したことがあげられる。しかしながら、今後においても社会保障関係経費や扶助

費の増加が予想されるため、自主財源確保や人件費抑制、事務事業の見直し等の経常経費の削

減を計画的に進めることで財政運営の効率化を図り、経常収支比率の更なる改善を目指す。

■人口1人当たり人件費・物件費等決算額

・「歳入に見合った歳出」への財政構造の転換を図るため、人件費・物件費等の削減を図ってい

るが、21年度については国の施策である緊急雇用創出事業により物件費が増加したために、前年

度対比で1,215円増加している。類似団体と比較して低く抑えられている状況ではあるが、今後にお

いては指定管理料など物件費の増加も想定されることから、行財政改革への取組みを強化するな

ど歳出全般の抑制を図り、健全財政維持に努める。

■ラスパイレス指数

・前年度と比較して1.0減少しており、類似団体の中でも低い水準となっている。今後も国・県・地

域の民間企業等の給与の状況を踏まえ、より一層の給与の適正化を図る。

■将来負担比率

・将来負担比率については前年度対比12.3減の41.8となっており、類似団体と比較して22.6ポイン

ト下回っている。減少した要因としては、充当可能基金が増加したこと及び普通会計、企業会計に

おける起債残高が減少したことが主なものである。臨時財政対策債発行額の増加により地方債現

在高が思うように削減できない状況であるが、今後においても地方債の発行をできる限り抑え、ま

た、歳出削減等により財政調整基金等の残高を増やすことで、更なる健全化を図る。

■実質公債費比率

・実質公債費比率については前年度対比1.0減の11.0となっており、類似団体と比較して0.7ポイン

ト下回っている。減少した要因としては、普通会計債及び本町が加入している一部事務組合の地

方債の残高が減少したことが主なものである。しかしながら、公共下水道事業への公債費財源繰

出が多額になっているため、今後においても定期的な下水道使用料改定や事業計画の見直しを

行うとともに、普通会計においてもできる限り新規地方債の発行を抑制するなど、地方債に依存し

ない財政運営を目指す。

■人口千人当たり職員数

・定員適正化計画に基づき職員数の削減に取り組んでおり、21年度において初めて類似団体平

均を下回った。今後も住民サービスを低下させることなく計画的な定員管理を実施する。


